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Ⅰ．調査概要

１．調査目的：その年の春季労使交渉・協議の結果や、人事・労務に関するトッ
プ・マネジメントの意識・意見などを調査するため、1969年から
毎年実施している。
本調査結果は、「経営労働政策特別委員会報告」（経労委報告）
の重要な参考資料として主に活用している。

２．調査対象：経団連会員企業及び東京経営者協会の主要会員企業（計1,544社）
の労務担当役員等

３．調査時期：2019年９月～11月

４．回答状況：回答社数484社（回答率31.3％）
産業別：製造業210社（43.4％）、非製造業271社（56.0％）、業種無記入3社（0.6％）
規模別：従業員500人以上393社（81.2％）、500人未満85社（17.6％）、

規模無記入6社（1.2％）
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１．2019年の労使交渉・協議等の状況

（１）労働組合の有無 （２）春季労使交渉・協議の実施状況

Ⅱ．調査結果
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行った

70.0%

行わなかったが、

春季以外に
行った・行う予定

0.9%

行わなかった

29.2%

n=463

従業員の過半数で構成する

労働組合のみがある
61.1%

従業員の半数以下で構成する

労働組合のみがある
8.9%

従業員の過半数で構成する

労働組合と半数以下で
構成する労働組合の双方がある

3.5%

労働組合は存在しない

26.6%

n=463



（３）賃金関係について、労働組合等と議論・決定した内容
※労働組合のない企業は、労働組合を従業員代表等と置き換えて回答（以下同じ）

① 月例賃金における労働組合等の要求項目（複数回答）

67.0%

75.9%

27.9%

18.0%

3.7%

15.3%

14.3%

13.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定期昇給の実施、賃金体系の維持

基本給のベースアップ

初任給の引上げ

諸手当の増額

割増賃金率の引上げ

有期契約社員・パートタイマー等の

賃金の引上げ

定年後の継続雇用社員の

賃金の引上げ

その他 n=294
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2.4%

1.4%

1.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.3%

55.4%

11.2%

9.2%

5.8%

0.0%

3.7%

5.8%

6.8%

5.8%

46.3%

13.9%

6.5%

1.0%

7.5%

5.4%

3.7%

0% 20% 40% 60% 80%

定期昇給の実施、

賃金体系の維持

基本給のベースアップ

初任給の引上げ

諸手当の増額

割増賃金率の引上げ

有期契約社員・パートタイマー等

の賃金の引上げ

定年後の継続雇用社員の賃金

の引上げ

その他 n=294

要求を上回る

要求通り

要求を下回る

② 月例賃金における回答状況（複数回答）
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③ 月例賃金について、労働組合等の要求への回答ではなく、自社の施策として

実施を決定した内容（複数回答）

67.6%

24.0%

37.2%

17.9%

1.7%

24.7%

19.6%

8.4%

0% 20% 40% 60% 80%

定期昇給の実施、賃金体系の維持

基本給のベースアップ

初任給の引上げ

諸手当の増額

割増賃金率の引上げ

有期契約社員・パートタイマー等の

賃金の引上げ

定年後の継続雇用社員の

賃金の引上げ

その他 n=296
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④ ベースアップ実施企業における具体的な配分方法（複数回答）

※１：30歳程度まで ※２：30～45歳程度まで ※３：45歳以上

※４：ｎ数は、ベースアップを実施したと回答した企業における本問の有効回答社数。
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39.6%

8.8%

32.6%

12.3%

1.3%

2.6%

15.9%

27.3%

6.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

一律定額配分

一律定率配分

若年層(※１)へ重点配分

中堅層(※２)へ重点配分

ベテラン層(※３)へ重点配分

子育て世代へ重点配分

業績等に応じた査定配分

職務・資格別に配分

その他 n=227※4



⑤ 直近６年間（2014～2019年）でベースアップを実施した年（複数回答）

43.6%

56.4%

44.9%

46.2%

54.4%

48.9%

22.8%

0% 20% 40% 60% 80%

2014年

2015年

2016年

2017年

2018年

2019年

2014～2019年に

ベースアップは実施していない
n=452
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⑥ 直近６年間（2014～2019年）のベースアップの実施回数
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25.4%

7.1%

9.7%

11.9%
8.6%

14.4%

22.8%

実施していない

１回実施

２回実施

４回実施

３回実施

毎年(６回)実施

５回実施

複数回実施

62.8％n=452



要求を上回る

2.5%

要求通り

36.3%

要求を下回る

36.6%

交渉による決定

ではない
24.5%

n=314

※

⑦ 賞与・一時金額の
前年度実績との比較（組合員平均）

➇ 賞与・一時金額の
労働組合の要求との比較（組合員平均）

※業績連動方式など

増額

39.6%

ほぼ同額

39.4%

減額

21.0%

n=452
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① 議論した内容（複数回答）

（４）賃金以外の項目で、労働組合等と議論した内容
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47.8%

46.8%

8.5%

6.0%

11.9%

16.4%

17.9%

7.0%

21.9%

19.4%

11.9%

8.5%

9.5%

9.0%

21.4%

9.0%

13.9%

6.5%

5.0%

16.9% 9.7%

20.1%

17.8%

25.1%

25.6%

22.3%

17.0%

13.1%

13.9%

16.7%

22.6%

32.3%

22.3%

44.6%

20.1%

28.4%

9.7%

9.2%

73.5%

69.6%

0% 50% 100%

メンタルヘルス対策の拡充

社内外のハラスメント対策の拡充

その他

退職一時金・年金制度の見直し

法定外福利費の見直し

定年延長・廃止

定年後継続雇用社員の処遇改善

女性の活躍推進に向けた取組み

人材育成施策の拡充

勤務間インターバル制度の導入・拡充

テレワークの導入・拡充

オフィス環境の改善

育児関連施策の拡充

介護関連施策の拡充

治療と仕事の両立支援施策の導入・拡充

時間外労働の削除・抑制

年次有給休暇の取得促進

所定労働時間の短縮

年間勤務日数の削減

裁量労働制またはフレックスタイム制の導入・見直し

メンタルヘルス対策の拡充

社内外のハラスメント対策の拡充

その他

退職一時金・年金制度の見直し

法定外福利費の見直し

定年延長・廃止

定年後継続雇用労働者の処遇改善

女性の活躍推進に向けた取組み

人材育成施策の拡充

治療と仕事の両立支援施策の導入・拡充

時間外労働の削減・抑制

年次有給休暇の取得促進

所定労働時間の短縮

年間勤務日数の削減

裁量労働制またはフレックスタイム制の導入・見直し

勤務間インターバル制度の導入・拡充

テレワークの導入・拡充

オフィス環境の改善

育児関連施策の拡充

介護関連施策の拡充

100％ 50％ 0％

ｎ=201 ｎ=359

＜春季労使交渉で議論＞ ＜春季労使交渉以外の場で議論＞



② 今年最も重視した内容

37.5%

10.6%

1.3%

0.6%

2.5%

3.1%

2.5%

0.6%

2.5%

4.4%

3.1%

2.5%

2.5%

4.4%

5.0%

0.6%

5.0%

0.0%

1.9%

9.4% 7.7%

0.7%

0.0%

4.5%

1.0%

4.5%

3.8%

1.7%

0.7%

1.4%

1.0%

0.7%

1.4%

9.4%

0.7%

5.2%

0.3%

1.4%

16.0%

37.6%

0% 25% 50%

メンタルヘルス対策の拡充

社内外のハラスメント対策の拡充

その他

退職一時金・年金制度の見直し

法定外福利費の見直し

定年延長・廃止

定年後継続雇用社員の処遇改善

女性の活躍推進に向けた取組み

人材育成施策の拡充

勤務間インターバル制度の導入・拡充

テレワークの導入・拡充

オフィス環境の改善

育児関連施策の拡充

介護関連施策の拡充

治療と仕事の両立支援施策の導入・拡充

時間外労働の削除・抑制

年次有給休暇の取得促進

所定労働時間の短縮

年間勤務日数の削減

裁量労働制またはフレックスタイム制の導入・見直し

メンタルヘルス対策の拡充

社内外のハラスメント対策の拡充

その他

退職一時金・年金制度の見直し

法定外福利費の見直し

定年延長・廃止

定年後継続雇用労働者の処遇改善

女性の活躍推進に向けた取組み

人材育成施策の拡充

治療と仕事の両立支援施策の導入・拡充

時間外労働の削減・抑制

年次有給休暇の取得促進

所定労働時間の短縮

年間勤務日数の削減

裁量労働制またはフレックスタイム制の導入・見直し

勤務間インターバル制度の導入・拡充

テレワークの導入・拡充

オフィス環境の改善

育児関連施策の拡充

介護関連施策の拡充

ｎ=160 ｎ=287

＜春季労使交渉で議論＞ ＜春季労使交渉以外の場で議論＞

0％50％ 25％
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③ 今後重視したい内容（３つまで）
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52.8%

35.8%

4.2%

3.3%

10.0%

3.7%

22.3%

6.0%

4.7%

4.9%

5.1%

9.5%

3.7%

21.6%

17.7%

15.6%

23.7%

7.7%

12.8%

9.8%

0% 20% 40% 60%

時間外労働の削減・抑制

年次有給休暇の取得促進

所定労働時間の短縮

年間勤務日数の削減

裁量労働制またはフレックス制の導入・拡充

勤務間インターバル制度の導入・拡充

テレワークの導入・拡充

オフィス環境の改善

育児関連施策の拡充

介護関連施策の拡充

治療と仕事の両立支援施策の導入・拡充

退職一時金・年金制度の見直し

法定外福利費の見直し

定年延長・廃止

定年後継続雇用労働者の処遇改善

女性の活躍推進に向けた取組み

人材育成施策の拡充

メンタルヘルス対策の拡充

社内外のハラスメント対策の拡充

その他 n=430



（１）基本給の賃金項目（非管理職）

① 構成要素（複数回答）

２．賃金制度

45.9%

65.5%

30.1%

36.3%

39.3%

33.8%

5.5%

4.0%

0% 20% 40% 60% 80%

年齢・勤続給

職能給

職務給・仕事給

業績・成果給

役割給

資格給

総合決定給

その他 n=455
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1.1%

21.7%

24.2%

30.2%

16.4%

5.0%

0.7%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40%

年齢・勤続給

職能給

職務給・仕事給

業績・成果給

役割給

資格給

総合決定給

その他 n=281

② 今後ウェートを最も高めたい項目
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（２）基本給の賃金項目（管理職）

① 構成要素（複数回答）

20.9%

52.9%

35.2%

38.5%

56.8%

28.0%

6.2%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80%

年齢・勤続給

職能給

職務給・仕事給

業績・成果給

役割給

資格給

総合決定給

その他 n=454
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0.4%

12.5%

20.4%

34.8%

28.3%

2.9%

0.4%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40%

年齢・勤続給

職能給

職務給・仕事給

業績・成果給

役割給

資格給

総合決定給

その他 n=279

② 今後ウェートを最も高めたい項目
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（３）定期賃金改定の状況（非管理職）

① 現在の昇給方法（複数回答）

② 今後ウェートを高めたい昇給方法

50.4%

91.6%

90.3%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

勤続・年齢に応じた自動昇給

評価査定で変動する査定昇給

昇給・昇進による昇給

その他
n=452

1.4%

72.6%

23.8%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80%

勤続・年齢に応じた自動昇給

評価査定で変動する査定昇給

昇給・昇進による昇給

その他
n=281
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20.9%

87.8%

91.6%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

勤続・年齢に応じた自動昇給

評価査定で変動する査定昇給

昇給・昇進による昇給

その他

n=450

0.4%

69.4%

28.4%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80%

勤続・年齢に応じた自動昇給

評価査定で変動する査定昇給

昇給・昇進による昇給

その他
n=268

（４）定期賃金改定の状況（管理職）

① 現在の昇給方法（複数回答）

② 今後ウェートを高めたい昇給方法
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３．労使関係

（１）労使関係についての評価

※「あまりよくない」は０社

（
企
業
規
模
別
）

47.6% 52.1% 0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計（n=466）

26.3%

23.1%

39.1%

37.3%

50.4%

55.7%

58.8%

68.4%

76.9%

60.9%

62.7%

49.6%

44.3%

41.2%

5.3%99人以下

100人～299人

300人～499人

500人～999人

1,000人～2,999人

3,000人～4,999人

5,000人以上

極めて良好 おおむね良好 極めてよくない
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58.7%

65.8%

56.1%

70.5%

81.5%

75.7%

65.2%

2.6%

15.5%

27.2%

8.6%

16.2%

26.9%

1.3%

4.1%

0.3%
4.3%

58.2%

44.2%

63.9%

55.0%

37.7%

41.5%

30.2%

0% 50% 100%

0%50%100%

.団体交渉

労使協議機関

職場懇談会

トップ層と社員との対話

管理職等と社員の個人面談

相談・苦情窓口

社員への意識調査

その他

問９．労使コミュニケーションの活性化を目的として実施している、

今後実施・拡充を考えているもの

現在＝465 （現在）最も効果的＝394 今後＝371

相談・苦情窓口

社員への意識調査

その他

.団体交渉

労使協議機関

職場懇談会

トップ層と社員との対話

管理職等と社員の個人面談

（２）企業内コミュニケーションの活性化等を目的として
実施している施策と今後に実施・拡充を考えている施策（複数回答）

-20-
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63.9%

30.1%

4.5%

1.3%

0.2%

42.5%

24.7%

23.4%

8.8%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80%

長期雇用を維持する

どちらかというと長期雇用を

維持する

どちらかというと雇用の柔軟化・

多様化を図る

雇用の柔軟化・多様化を図る

その他

現在＝462

今後＝457

４．雇用・採用に関する考え方（最も人数の多い社員区分）

（１）雇用のあり方についての基本的な考え方
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11.0%

14.0%

11.8%

32.2%

30.0%

0.9%

8.4%

12.7%

15.6%

30.7%

31.8%

0.9%

0% 20% 40% 60%

メンバーシップ型を重視

どちらかというとメンバーシップ型を

重視

メンバーシップ型とジョブ型を同程度

どちらかというとジョブ型を重視

ジョブ型を重視

その他

近年＝456

今後＝450

50.2%

24.2%

8.9%

10.9%

5.6%

0.2%

33.9%

32.3%

16.6%

12.3%

4.8%

0.2%

0% 20% 40% 60%

メンバーシップ型を重視

どちらかというとメンバーシップ型を

重視

メンバーシップ型とジョブ型を同程度

どちらかというとジョブ型を重視

ジョブ型を重視

その他

近年＝450

今後＝440

（２）採用の基本的な方針

①新卒者

②中途・経験者
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3.5%

23.9%

18.9%

15.4%

10.3%

8.6%

4.6%

4.6%

4.2%

2.9%

3.3% 2.1%

1.8%

5.5%

2.5%

2.5%

15.2%

13.6%

19.2%

22.6%

13.4%

1.4%

0% 30%

0%30%

新卒：中途＝ 10：0

新卒：中途＝ 9：1

新卒：中途＝ 8：2

新卒：中途＝ 7：3

新卒：中途＝ 6：4

新卒：中途＝ 5：5

新卒：中途＝ 4：6

新卒：中途＝ 3：7

新卒：中途＝ 2：8

新卒：中途＝ 1：9

新卒：中途＝ 0：10

近年＝456 今後＝433

10：０

９：１

８：２

７：３

６：４

５：５

４：６

３：７

２：８

１：９

０：10

新卒者：中途・経験者

（３）新卒者と中途・経験者の採用比率
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37.3%

37.3%

13.5%

11.9%

0.0%

15.1%

65.9%

17.4%

0.7%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80%

労働力・人材の確保

知識や・経験等を活かした

専門能力の発揮

後進の指導・育成、

技術・技能の伝承

法律への対応

その他

65歳まで＝303

65歳超＝305

（１）高齢社員を雇用する際に最も重視する目的

５．高齢者雇用
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（２）65歳超の社員の雇用

-25-

雇用している

65.5%

雇用していない

34.5%

n=467



（３）65歳超の雇用に向けた取組み（複数回答）

64.2%

39.1%

24.4%

10.7%

9.0%

7.0%

18.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

柔軟な勤務制度の整備

身体面や能力面の変化に伴う

業務内容の変更

モチベーションの維持・向上

安全管理体制の強化

身体面や能力面の変化に伴う

設備や作業環境の整備

健康確保に向けた措置

取り組んでいることはない n=299
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（４）65歳超の就業機会の確保措置として
今後選択し得るもの（複数回答）

82.6%

31.0%

43.2%

9.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自社・グループ企業での雇用

自社・グループ企業以外での雇用

雇用以外での就業機会確保

その他
n=155
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６．エンゲージメントに関する取組み

（１）エンゲージメントの把握状況と対応

把握してさらなる対応は

不要と判断
0.2%

把握して対応している

54.2%
把握して対応を検討中

24.3%

把握していないが、今後、

把握すべく検討中

15.8%

把握しておらず、今後も

把握する予定はない
5.4%

n=461
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（２）エンゲージメントの把握方法（複数回答）

79.5%

62.4%

56.0%

29.5%

8.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ストレスチェック、職場の健康度調査

上司との面談

従業員満足度調査

エンゲージメント調査

その他
n=434
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高い

5.9%

どちらかというと高い

72.3%

どちらかというと低い

19.9%

低い 2.0%

n=357

（３）把握したエンゲージメントに対する評価
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54.8%

46.8%

44.3%

40.4%

34.1%

26.0%

21.9%

12.5%

7.2%

3.0%

2.2%

0% 20% 40% 60%

職場のコミュニケーションの活性化・円滑化

経営理念や事業目的と社員の

働く意義とのマッチング

社員１人ひとりが尊重される企業・

職場風土の形成

公正性・納得性の高い人事評価の実施

ワーク・ライフ・バランスの実現に資する

諸制度の整備・拡充

社員の希望や適正に応じたキャリア形成支援

社員の能力に適した業務分担・

適切な権限の付与

経営トップに対する社員の信頼感の向上

定型業務や社内調整業務等の効率化

社内外の情報の円滑な共有や連携の促進

その他 n=361

（４）社員のエンゲージメントを高める対応として
特に重視している項目（３つまで）
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